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当面の地域主権改革の方向性に関する提言（抜粋）

地方税財政については、地方交付税等一般財源総額が確保されたことや、社会保障と税の一体改革の中で、
地方単独事業の役割を認識し、国と地方の消費税収の配分を決めたことは評価するが、抜本的な制度改革には
至っていない。
都道府県としても、国民・住民に税負担の必要性を理解していただけるよう積極的に取り組むとともに、地域の
実情に応じて、課税自主権の活用を進める決意である。
ついては、以下の方向で今後の改革を進めるべきである。

○ 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築
地方が自由に使える財源を増やすことが必要であり、国と地方の税財源配分を国と地方の役割分担に見
合った形で見直すとともに、地方消費税の充実や地方法人課税のあり方を見直すことにより税源の偏在性が
小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること。

７．地方税財源の充実・強化

全国知事会地方分権推進特別委員会 （H24.5.7 川端総務大臣に提言）

小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する と。

○ 国と地方の協議の場を踏まえた地方財政対策と税制改正
毎年度の地方財政対策と税制改正については、国と地方の協議の場における協議を踏まえ、一般財源総額
の確保及び地方税の見直しを行うこと。

○ 地方交付税制度の見直し
地方単独事業や社会保障関係経費などを地方財政計画に適正に計上するほか、持続可能な制度の確立を
図るため、臨時財政対策債に過度に依存することがないよう、地方交付税の法定率の引き上げも含めた抜本
的な見直しを検討すること。

○ 地球温暖化対策のための税財源の確保
地球温暖化対策など環境施策の推進に地方自治体が大きな役割を担っていることを踏まえ、地方の役割等
に応じた税財源を確保する仕組みを創設すること。

○ 課税自主権の活用
地域の特色、事情等を踏まえた地方の創意工夫を活かすためにも、課税自主権のさらなる活用、拡充に向
けた検討を進めること。

2



3



4



5



6



7



○消費税 6.3％
国分 4.90％
交付税分 1.40％

○地方消費税 1.7％

地方分

地方交付税分
0.34％※

消費税
（国分3.46％）

3.8％

消
費
税

地方交付税分

消費税
（国分2.08％）

2.3％

消
費
税

引上げ後の消費税収に係る国・地方の配分

※平成27年度は
0.29％

○消費税 7.8％
国分 6.28％
交付税分 1.52％

○地方消費税 2.2％
（地方分3.10％） （地方分3.72％）

引
上
げ
分
（社
会
保
障
給
付
に
お
け

国
と
地
方
の
役
割
分
担
に
応
じ
た
配 地方分

1.54％

４％

消
費
税

消費税率（国・地方）８％時（平成26年４月～）

地方消費税
1.2 ％

地方分
0.92％

地方交付税分
0.22％※
地方消費税
0.7 ％

現行 消費税率（国・地方）10％時(平成27年10月～）

地方交付税分

1.18％

地方消費税
１％

消費税
（国分2.82％）

地方分
2.18％

け
る

配
分
）

現
行
分
（国
・地
方
の
配
分
と
地
方
分

の
基
本
的
枠
組
み
を
変
更
し
な
い
）

地方交付税分

1.18％

地方消費税
１％

消費税
（国分2.82％）

地方交付税分

1.18％

地方消費税
１％

消費税
（国分2.82％）

8



83.8
71.5
72.3
88.6

69.3
74.6
82.4
93.8
98.6
93.5
91.9
95.8

165.6
108.3

86.5
92.7
94.8
98.4
92.5
87.8
90.3
104.4
115.7

97.6
96.0
95.9
106.3
96.6

77.2
77.9
74.2
74.6
90.4
96.8
87.6
84.8
88.8
79.8
70.7
88.4
76.8
69.9
71.7
80.6
70.0
70.8
64.8

100.0

0 50 100 150 200

(

77.8
61.1
63.3
81.4

59.9
65.8
69.2
90.2
88.9
84.5
108.9
115.5

165.6
133.8

75.7
87.4
87.8
85.3
82.7
79.9
87.3
99.7
114.4

92.6
93.9
96.9
97.1
101.4
95.8

73.8
67.7
70.4
82.6
94.0
82.2
73.1
83.8
72.0
68.1
84.5

67.8
67.8
66.4
70.5
62.9
63.2
57.1

100.0

0 50 100 150 200

66.7
55.2
55.5

83.9
54.1
56.7
71.3
87.8
90.9
87.8

69.4
69.8

250.6
83.2
77.6
83.7
86.2
103.4
103.8

74.5
77.2
98.4
117.5

91.8
105.7
93.3

123.0
79.5

46.4
62.1
61.6
65.7
83.7
98.4

78.6
94.0
101.6

84.9
49.7

82.2
71.5

55.7
57.8
68.2

54.7
56.7
59.0

100.0

0 50 100 150 200 250 300

101.3
93.6
91.6
100.0
92.7
91.5
92.1
91.9
97.9
95.3

80.6
88.2

149.0
90.2
96.8
96.4
99.3
96.5
97.5
100.4
92.7
101.5
108.0

94.5
81.8
101.9
108.1

91.0
76.0
82.2
94.4
89.1
92.9
96.7
91.0
87.7
99.3

86.5
91.6
97.9
89.3
88.9
92.5
96.5
90.2
86.7

75.0
100.0

0 50 100 150 200

75.7
72.7
75.3
85.9

70.7
75.1
90.6
95.9
104.0
100.5
88.0
91.1

156.6
104.6
92.7
97.5
96.8
111.4

96.9
93.6
93.4
110.9
118.2
105.3
99.8
94.4
107.8
99.5

70.6
82.7
77.4
77.7
93.2
97.7
93.8
92.8
87.6
88.3

75.2
87.6
79.2

68.0
71.0
86.4

70.2
73.0
73.0

100.0

0 50 100 150 200

9



→ 

→ H22

(H24.1.20 )

10



11



地方税財政特別委員会(H24.2.24開催)で出された主な意見

○ 地方消費税は地域間の税収の偏在の少ない税ではあるものの、各団体の地方消費税収と社会保障給付の水準は一致しないこ

とから、引上げ分の地方消費税収を基準財政収入額へ１００％算入するとともに、基準財政需要額においても、社会保障に係る地
方負担の全額を積み上げるべき。

○ 統計数値によっては都道府県別の最終消費を正確に把握できないことから、消費代替指標として「人口」を用いる等の検討を行
うべき。

○ 引上げ分の地方消費税収については、使途を明確にし社会保障財源化するとされていることから、清算基準は、社会保障経費
負担の実態を反映するような客観的指標（高齢者人口や若年者人口等）を用いるべき。

○ 清算基準の見直しは、あくまで地方税としての性格を維持する範囲にとどめるべき。財政調整を目的とする変更は税理論に沿わ
ない。

○ 地方消費税を社会保障目的の地方共同税と構成し、その配分指標として、高齢者人口や若年者人口を用いることを検討すべき。

○ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税は、地方の自立と分権型社会構築のため地方税の充実を図るという地方分権の基
本的な考え方に逆行するものであり、税制の抜本改革において、これまでの全国知事会の主張どおり、直ちに廃止すべき。

○ 今回の消費税・地方消費税の税率引上げは、社会保障財源を確保するための税制改正であり、税源偏在是正の具体的な方策

が示されておらず抜本改革とは言えない。地域間の偏在性が小さい地方税体系を構築するための抜本的な見直しが行われるま
では、地方法人特別税及び地方法人特別譲与税を維持し、偏在性を縮小する措置の拡充を行うべき。

○ 地方の社会保障財源の確保に当たっては、地方税である地方消費税の充実を基本としてきたことから、都道府県間における税
収格差が課題となっている。自主財源である地方税の充実強化と税源偏在是正のため、消費税と地方法人課税の税源交換や地
方共有税、地方共同税（地方税収の一部を地方自治体の共通財源と位置付け、水平的に調整する仕組み）など新たな手法も含
め検討していくべき。

（論点①） 地方消費税収と社会保障給付水準のかい離の調整について

（論点②） 地方消費税の清算基準について

（論点③） 地方法人特別税等について
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三位一体改革への対応
国庫補助金負担の改革に伴う地方負担額を全額基準財政需要額に算入し、税源移譲による増収額を
１００％基準財政収入額に算入することにより、財政力の格差が拡大しないよう確実に交付税で調整

※平成18年度は所得譲与税として税源移譲、平成19年度以降は所得税から個人住民税への税源移譲

【改革前の姿】

国庫補助負担金

交付税及び地方税

【財政力が弱く、削減された補助金額に比べ税源移譲が少ない団体】

地方負担

地 方 負 担

税源移譲
１００％

税源移譲 １００％

【改 革 後】

【財政力が強く、削減された補助金額に比べ税源移譲が多い団体】

交付税

交付税

格差は拡大
しない

廃
止
・縮
減

財
源
措
置
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地方消費税の性格と仕組み

 地方消費税は、消費税と同様の性格を持ち、最終的に消費者に負担を求める税。

 地方消費税は、付加価値が生じる都度、納税していただく仕組み（多段階型付加価値
税）であるため、最終消費地と納税地が一致しない。

 そのため、清算によって、最終消費地と税収の最終的な帰属地を、理論的に一致させ
ている。

 清算は、消費税の課税システムのもとに、実質上、県境調整を行うものであって、財
政調整や偏在是正のために行われるものではない。

(参考：清算の具体的な仕組み)

• 一旦各都道府県に払い込まれた税収につき、各都道府県間において「消費に相当する額」に応じ
て清算。

• 税収の4分の３を①「商業統計の小売年間販売額」と②「サービス業基本統計のサービス業対個人
事業収入額」の合計額で、残りの4分の１を③「国勢調査の人口」と④「事務所・企業統計の従業者
数」であん分して計算。

政府税制調査会 専門家委員会
（H22.11.1）配布資料
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Ａ県 Ｂ県 Ｃ県
県 境県 境

税務署 税務署 税務署

消費税の多段階課税の仕組みと地方消費税の清算の意義

20円 30円

清 算

地方消費税額

清算によってＣ県に帰属する
地方消費税額

90円

20円 30円

40円

製造業者 卸売業者 小売業者 消費者

2,100円
税抜2,000円
税 100円

5,250円
税抜5,000円
税 250円

9,450円
税抜9,000円
税 450円

税務署 税務署 税務署

80円＋20円 120円＋30円 160円＋40円

a社 b社 c社

最終消費者による税負担額
450円

消費税額（国税） 360円
地方消費税額 90円

最終消費地

に帰属

消費税額(国税)

地方消費税額
＋
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地方消費税の清算基準について

○ 『最終消費』代替指標としての人口

・ 清算基準の基礎となる『最終消費』の算出に際し、統計で把握できるものは統計を用いることを
原則としつつ、正確に都道府県ごとの『最終消費』が把握できないものについては、ドイツで採られ
ているように消費代替指標として『人口』を用いることも理論的には十分合理的な考え方である。

○ 供給サイドの統計の利用

・ 現在の清算基準では統計上の制約から『購入地』における消費の額を把握する供給サイドの統計
を用いているが、この統計の数値と『居住地』における消費の額を把握する需要サイドの数値との間
にはズレがある。

・ このズレは正確に補正することができないことから、清算基準に反映させるためには２つの方向性
が考えられる。

①現在の統計のうち、サービスについては、『最終消費地』＝『購入地』と見なせるものの、小売に
ついては、『最終消費地』＝『居住地』であると見なせることから、『購入地』の購入額を昼間人口
で、『居住地』の消費額を夜間人口で代替し、「小売年間販売額」に昼夜間人口比率（昼間人口／
夜間人口）で割ることにより補正するという考え方

②正確なズレは統計で把握できないことを踏まえ、『居住地』における消費を代替する指標として
人口が考えられることから、統計でカバーする範囲を狭め、人口で清算する範囲を広げることに
より対応するという考え方

地方消費税の清算基準に関する研究会報告書（抜粋）H20.4 (財)地方自治情報センター

16



◎社会保障・税一体改革大綱（抜粋） ＜平成２４年２月１７日 閣議決定＞

第４章 税制抜本改革における各税目の改正内容等

４．地方税制

地方法人特別税及び地方法人特別譲与税は、「税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構

築が行われるまでの間の措置」であり、一体改革に併せて抜本的に見直す。

一体改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税のあり方を見直すことにより地域間の税源偏在の是

正の方策を講じる。その際には、これまでの偏在是正の方策に関する提言等も参考にしながら、国・地方の税制全

体を通じた幅広い検討を行う。

地方税の偏在是正方策について

【「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の
法律案」（概要）】（抜粋）

税制の抜本的な改革及び関連する諸施策について（第７条関係）

５ 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。

イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税
体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏まえ、税制の抜本的な改革に併せて抜本的に見直しを
行う。

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことにより税源の
偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する。

17



地方共有税構想について

１．地方交付税が、国から恩恵的に与えられるものではなく、『自らの財源を他の自治体のために融通しあ
うことにより、全ての自治体が国に依存せずに、住民に対して一定水準の行政サービスを提供できるよ
うにすべきである』との考え方に基づく、セーフティネットとしての性格を持つものであることを、その制度
上、明確にするため、「（仮）地方行財政会議」において検討の上、以下の７項目の改革を一体的に行う
こととする。

（１） 名称を以下のとおり変更する。
① 国民から国の特別会計に入るまで「地方共有税」
② 国の特別会計を出て自治体に入るまで「地方共有税調整金」

（２） 国の一般会計を通さずに、「地方共有税及び譲与税特別会計」に直接繰り入れる。
（３） 現在の財源不足（H18年度 8.7兆円）を解消するため、地方共有税（地方交付税）の法定率の引上
げを行うとともに、必要に応じて地方税法に定める税率の変更も行う。

（４） ３年から５年に一度、地方共有税（地方交付税）の法定率の変更を行うとともに、必要に応じて地方
税法に定める税率の変更も行う。

（５） その他の年度は、財源不足があれば地方債または「地方共有税及び譲与税特別会計」内に新たに
設置する基金により調整する。

（６） 特例加算や特別会計による借入れは行わない。
（７） 国の政策減税の実施に伴い地方の財源不足が生じる場合には、地方共有税（地方交付税）の法定
率を引き上げる。

【提言４】

「地方交付税」を「地方共有税」に
～法定率を見直し、特別会計に直入、特例加算・特別会計借入を廃止

地方分権の推進に関する意見書（抄） （H18.6.7 地方六団体が内閣・国会に提出）
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「第二期地方分権改革」への提言（抄） ＜H19.7.13 全国知事会議＞

２ 税財政のあり方 ～税源移譲の実現～

（２） 税源移譲にあたっての地域間の調整

６兆円程度の税源移譲（注）を現実に進めるにあたっては、税の地域間偏在をどのようにして是正

するのかが、極めて重要な課題である。

６兆円程度の税源移譲が、地域間格差をより一層拡大させ、かえって地方自治を衰退させる懸念

もあることから、税源移譲と税源の偏在調整は不可分のものとして行う必要がある。

ただし、この場合において、税財源の調整が優先され、地方分権の推進が地方間の水平調整に

置き換えられることにより、都市圏と地方圏の間の争いに矮小化されないよう強く求めるものである。

こうした観点から、税源移譲にあたっての地域間の調整については、今後、地方分権改革推進委

員会の検討状況を踏まえた全国知事会としての国庫補助負担金等や税源移譲の具体的な方策の

とりまとめの中で進めることとなるが、その場合においては次の３点を基本とすべきと考える。

① 税源の移譲にあたっては、対象税目を偏在度の少ない税目、具体的には地方消費税、住民税

とする。

② 地方税の税目については、可能な限り税源偏在の小さい仕組みとなるよう検討を行うとともに、

国と地方の税源構成及び地方交付税原資の税目について見直しを行う。

③ 移譲財源の調整の問題については、各自治体の共通財源と位置付け、調整する仕組みの構

築について検討を行う。

（注）三位一体改革の第二期改革において、国と地方の税収比１：１を実
現するため、所得税から個人住民税への３兆円の税源移譲に加えて、
さらに６兆円の税源移譲を提言していた。
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○現在、国において、東京をはじめとする大都市圏に集中している法人二税について人

口等を基準として再配分することによって、地域間の税源偏在を是正しようとする議論が

進められている。

○ しかし、こうした議論は、地方税である法人二税を、当該地域における企業活動の有無

やその実態を問わずに配分しようとするもので、応益負担などの地方税の原則に反する

ものであると言わざるを得ない。

○ 法人二税が地方税である以上、地方団体が提供する行政サービスに対する応益負担

や負担分任の原則に沿うものでなければならない。また、法人といえども地域社会の一

員であること、都道府県が企業誘致等に努めるのは企業立地に伴う税源の涵養も重要

な目的の一つとなっていること等にも十分配慮されるべきである。

○ こうした観点からは、税源偏在の是正を国・地方とも税収中立の下で行う場合、地方交

付税原資としての税目の見直しとあわせて行い、偏在性が大きく税収の変動が大きい

法人二税と消費税の交換により、地方消費税を拡充することを基本として検討すべきで

ある。

地方税源の充実強化と税源偏在の是正について～ 緊急提言～（抜粋）

２ 法人二税の配分見直し論と格差是正のあり方について（抜粋）

（全国知事会地方税制小委員会H19.11.7）
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H19.11.29
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○地方税収全体が増えない中で、早急な地方税収の偏在是正方策が求められている状

況においては、国の消費税の一部を地方消費税にする一方で、地方法人二税の一部を

同額国税化する、いわゆる税源交換を基本に検討するべきである。

○ 税源交換を行った場合、地方法人二税の税収シェアの大きな団体は税収が減少する

が、地方消費税が充実されることにより、税収構造自体が安定化するというメリットもあ

り 、全体として偏在度が小さく、安定的な地方税体系の構築に資する改革となる。

○ なお、地方税収の偏在是正に関し、偏在の原因は地方法人二税にあることから、その

税収を地方税のまま、地方公共団体間で人口等の基準で水平的に配分するべき、との

主張がある。地方法人二税は地方公共団体内に存する法人に対して、当該団体が提供

する行政サービスとの受益関係に着目して課税する地方税である。

○ 地方税としての法人課税である限り、課税対象となる法人の支店や工場等の恒久的施

設が存在しない地方公共団体には、課税権は存在し得ず、税収が帰属することはない

ことから、こうした主張は理論上成立し得ない。

○ また、地方税についてこのような配分を行えば、地方税の根本原則である受益と負担

の関係を完全に分断するばかりか、企業誘致など税源涵養に努力している地方公共団

体が報われず、地域振興へのインセンティブや、納税者による行政監視の機能を損ない

かねないことなどにも留意するべきである。

地方公共団体間の財政力格差の是正についての意見（抜粋）

第三 地方税収の偏在是正に向けた具体的な方策 （抜粋）
（地方財政審議会H19.11.16）
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○現在の地方法人二税の在り方を抜本的に見直し、例えば、地方法人二税を地方の共

同財源として位置付けた上で全国的に再配分するなど、各地域の経済活動の大きさと

税収とができるだけ乖離しないような仕組みとすることが考えられる。

○ このような方法により、地方の共同財源的な形で地方法人二税を水平的に調整するこ

とは、「自立した自治体が国に依存せず、相互の連携・連帯によって支え合う」という地

方分権の本来の姿に一歩近づくものであり、分権推進の観点からも真剣に検討される

べきであると考える。

○ 地域間の税収偏在是正のため、偏在度の高い地方法人二税を国税化し、それと同額

の国の消費税を地方消費税とすべきとの議論がある。これについては、消費税は、世

代間の公平を確保しつつ、今後増大する社会保障給付を安定的に賄う財源として極め

て重要な税目であることを踏まえる必要があり、地域間格差是正の観点のみから消費

税の在り方を検討するべきではないと考える。

平成20年度予算の編成等に関する建議（抜粋）

（２） 地域間財政力格差の是正（抜粋）

各論 ２．地方財政
（財政制度審議会H19.11.19）
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この法律は、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置とし

て、法人の事業税（地方税法 （昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定により法人の行う事業に対して課する

事業税をいう。以下同じ。）の税率の引下げを行うとともに、地方法人特別税を創設し、その収入額に相当する額を

地方法人特別譲与税として都道府県に対して譲与するために必要な事項を定めるものとする。

法
人
事
業
税

（改正前）

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

地
方
法
人

特
別
税

（改正後）

法
人
事
業
税

地
方
法
人

特
別
譲
与
税

2.6兆円
（消費税１％相当）

１／２ 人口
１／２ 従業者数
により按分・譲与(注4)

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

１ 制度創設（平成20年度改正）時の、平成20年度当初の税収見込みをもととした地方法人特別税・譲与税の規模（平年度化後）。なお、平成23年度当初の税収見込をも

ととした場合は、その規模は1.6兆円（平年度化後）に縮小すると見込まれる。

２ 地方法人特別税（国税）は、都道府県が、法人事業税と併せて賦課徴収。

３ 地方法人特別税の課税標準は、法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）。

４ 都道府県が賦課徴収した地方法人特別税の税収は、その全額を、地方法人特別譲与税として、都道府県に譲与。

(注2)

(注3)

3.2兆円

(注1)

制度創設時

制度創設時

※平成20年10月1日より施行

(注)

※ 地方消費税交付金の
交付基準と同様

地方法人特別税・譲与税のイメージ

地方法人特別税及び地方法人特別譲与税（イメージ）
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〔石 炭〕
〔天然ガス、石油ガス等〕

〔原油及び石油製品〕

石
油
石
炭
税
（国
税
）

（現行）
軽油引取税
【当分の間税率】

税率:17.1円／ℓ
税収:4,742億円

（現
行
）
揮
発
油
税

【
当
分
の
間
税
率
】

（現
行
）地
方
揮
発
油
税

【
本
則
税
率
】

（現
行
）地
方
揮
発
油
税

【
当
分
の
間
税
率
】

地方揮発油税
（国税）

揮発油税
（国税）

軽油引取税
（地方税）

地球温暖化対策のための税

地球温暖化対策のための税
（H24.10.1施行。税率は段階的に引上げ）
【経過措置】

石炭 ガス状炭化水素 原油・石油製品

H24.10.1  220円/t 260円/t 250円/kl
H26.  4.1 440円/t 520円/t           500円/kl
H28.  4.1 670円/t 780円/t 760円/kl

地球温暖化対策に関する
地方の役割等を踏まえて、
一定割合を地方税源化すべき

第２章 ５．環境関連税制 （２）エネルギー課税
④地球温暖化対策に関する地方の財源確保

地球温暖化対策を推進するためには、地域において主体的な取組が進め
られることが不可欠です。既に地方公共団体が、地球温暖化対策について
様々な分野で多くの事業を実施していることを踏まえ、エネルギー起源ＣＯ2 
排出抑制策、森林吸収源対策などの地球温暖化対策に係る諸施策を地域に
おいて総合的に進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組みについ
て検討します。

第３章 ７．検討事項 〔国税・地方税共通〕

（５）地球温暖化対策に関する国と地方の役割分担を踏まえ、地方財源を確保・
充実する仕組みについて、平成25 年度実施に向けた成案を得るべく更に検
討を進めます。

平成24年度税制改正大綱（抜粋）

平成23年11月9日政府税調提言内容

現行の石油石炭税にＣＯ２排出量に応じた税率を上乗せ

（現行）
軽油引取税
【本則税率】

税率:15.0円／ℓ
税収:4,160億円

（現
行
）
揮
発
油
税

【
本
則
税
率
】

税率:24.3円／ℓ
税収:13,055億円

税率:24.3円／ℓ
税収:13,055億円

税率:4.4円／ℓ
税収:2,372億円

税率:0.8円／ℓ
税収:431億円

税率:700円／t 税率:1,080円／t
税率:2,040円／kℓ

税収:5,069億円（地球温暖化対策のための税（初年度）税収391億円を除く）

税収:2,623億円
（平年度）

〔石 炭〕税率:670円／t 〔天然ガス、石油ガス等〕税率:780円／t 〔原油及び石油製品〕税率:760円／kℓ

※税収は、地球温暖化対策のための税を除き、
平成24年度予算・地方財政計画ベース
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平成22年度予算額

合計 約1兆6,400億円
（都道府県：約9,200億円、市町村：約7,200億円）

CO2、メタン、一酸化二窒素、
代替フロン等に関する対策
・公共交通機関の利用促進
・太陽光発電設備の導入促進
・家庭用廃食油の資源化の促進

約1兆1,400億円

温室効果ガス吸収源対策
・森林整備事業

約4,700億円

その他の対策
・温暖化対策地域推進計画の策定
・温室効果ガス排出量の調査、公表

約300億円

合計 約1兆6,400億円

平成22年度予算額

合計 約1兆1,284億円

京都議定書6%削減約束に
直接の効果があるもの

5,029億円

温室効果ガスの削減に
中長期的に効果があるもの

3,405億円

その他結果として温室効果ガスの
削減に資するもの

2,167億円

基盤的施策など 683億円

合計 1兆1,284億円

地球温暖化対策について

地方公共団体の地球温暖化対策 国の地球温暖化対策

地方は、国以上に、地球温暖化対策推進の上で大きな役割を担っている。

※ 総務省が予算額を調査し作成したもの。 ※環境省報道発表資料を基に総務省が作成したもの。

平成22年10月28日政府税調提出資料
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環境自動車税（仮称）

現行の自動車税と自動車重量税を一本化
～グリーン化・簡素化～

環境自動車税（仮称）の創設

○排気量等に応じた課税

自動車税（地方税） 自動車重量税（国税）

○毎年度徴収

○車両重量に応じた課税

○車検時徴収（２～３年ごと）

※平成２３年度税収

国 ０．４兆円
地方 ０．３兆円
（自動車重量譲与税）

※平成２３年度税収

地方 １．６兆円

（新しい地方税）

【これまでの経緯】
Ｈ２１年１１月原口総務大臣（当時）が環境自動車税の創設を提唱
Ｈ２２年 ３月総務省に「自動車関係税制に関する研究会」（座長：神野直彦 東京大学名誉教授）を設置

Ｈ２２年 ９月 「自動車関係税制に関する研究会報告書」公表
Ｈ２２年１１月片山総務大臣（当時）が「環境自動車税（仮称）に係る基本的な考え方」を税制調査会に提案
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自動車取得税は、

○自動車による交通事故や騒音、ＣＯ２の排

出などの社会的費用に関し地方公共団体

が供給する行政サービスに対して、受益

に着目した税負担を求めるもの

○偏在性が少なく、自動車取得税交付金が

交付される市町村にとっても貴重な税源

であることから堅持すべきである。

自動車取得税の堅持
地方税計 自動車取得税（平成２２年度）

83.8
71.5
72.3
88.6

69.3
74.6
82.4
93.8
98.6
93.5
91.9

86.5
92.7
94.8
98.4
92.5
87.8
90.3

95.8
165.6

108.3

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

112.5

104.3

99.2

92.6

104.4

101.6

95.8

103.6

126.8

93.3

89.9

94.0

109.7

108.3

106.5

113.8

110.9

125.0

125.1

101.7

122.8

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

自動車取得税交付金

○都道府県に納付された税額の約７割

を市町村が管理する道路の延長(1/2)及

び面積(1/2)にあん分して交付。

○政令指定都市へは、さらに政令指定

都市が管理する一般国道等の延長及び

面積に応じて割増交付。

【交付基準】

〈総額の決定方法〉

○税額×95/100×7/10

＋政令指定都市の割増交付分

104.4
115.7

97.6
96.0
95.9
106.3
96.6

77.2
77.9
74.2
74.6
90.4
96.8
87.6
84.8
88.8
79.8
70.7
88.4
76.8
69.9
71.7
80.6
70.0
70.8
64.8

100.0

0 50 100 150 200

阜

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国

117.4

141.6

129.3

106.0

91.8

85.3

93.0

86.7

92.2

92.4

97.9

97.3

98.5

103.8

88.2

93.9

76.4

81.5

88.4

81.6

66.8

76.7

82.7

79.7

71.4

48.7

100.0

0 50 100 150 200

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国
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H22.6.22

2015
2010 2020

23 8 12

24 26
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国家公務員給与の削減と地方公務員給与

○質問主意書 （地方公務員の給与削減に関する質問） （H23.6.3閣議決定）
地方交付税の交付額の減少あるいは義務教育費国庫負担率の引き下げを考えているのかいな
いのか、二者択一でお答えいただきたい。

○答弁
総務省としては、地方公共団体に対して、今後、国会において法案の御審議をお願いすることと
している国家公務員の給与の引下げと同様の引下げを要請することは考えていない。
また、「地方交付税の交付額の減少あるいは義務教育費国庫負担率の引き下げ」を手段とするこ
とを含め、国家公務員給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていない。

（参考）国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律 附則
第12条 地方公務員の給与については、地方公務員法（昭和25年法律第261号）及びこの法律

の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする。
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２．平成 22 年度税制改正による所得税・住民税の年少扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減による地方財

政の増収分については、子どものための手当の負担として充てることに加え、次のとおり国と地方の負担調

整等を行う。  

（１）平成24年度の取扱い  

①平成 22 年度の子ども手当の創設に伴う負担の増大に対応する地方特例交付金（所要額：1,353 億円）
について、子ども手当から子どものための手当への制度改正に伴い、整理する。  
②平成 24年度税制改正における環境性能に優れた自動車の取得に係る自動車取得税の減免措置の継続に

伴い必要となる市町村の自動車取得税交付金の減収の一部を補塡するための地方特例交付金（所要額：
500億円）の措置を国費から地方財政の増収分に振り替える。  
③地方の自由度の拡大に併せ、以下の国庫補助負担金の一般財源化等を実施する。（1,841億円）  

子育て支援交付金（93億円）、地域子育て創生事業（124億円）、子ども手当事務取扱交付金（98億円）､
国民健康保険都道府県調整交付金（1,526億円）  

④ 平成24年度における暫定的対応として、年少扶養控除の廃止等による地方財政の増収分の一部を特定

疾患治療研究事業の地方の超過負担の財源として活用する。（269億円）  

（２）特定疾患治療研究事業に係る地方の超過負担については、その解消に平成24年度予算から取り組み、

早期の解消を目指す。  

（３）平成25年度以降の取扱い  

年少扶養控除の廃止等による地方増収であることに鑑み、平成25年度に平年度化する地方財政の追加

増収分（675億円）及び２．（１）④の暫定対応分（269億円）は、平成24年度増収分に係る対応に代え

て、基金設置による国庫補助事業の財源に代わる恒久的な財源として、子育て分野の現物サービスに活用

することとし、その具体的内容は今後検討する。 

平成24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて 
（４大臣及び民主党政策調査会長会合における合意H23.12.20）＜抜粋＞ 
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地域決定型地方税制特例措置の導入による地方税法に定める特例措置のあり方の見直し

国が地方に実施を求める特例（※）

地方の裁量を認めた方が

効果的な特例

全国一律の方が

効果的な特例

全国一律特例措置
地域決定型

地方税制特例措置

国が定める地方税制

地方が定める

範囲の拡大

国が定める

範囲の縮小

地方が定める地方税制

不均一課税

条例減免

法定外税

全国一律の特例措置でなければ政策目的を達成することが困難で

ある特段の事情がない限り、地域決定型地方税制特例措置を原則

※特定の政策目的を有する措置及び租税政策の観点から講じる措置

地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会「中間とりまとめ」資料（抜粋）
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国と地方の協議の場における意見の反映

国と地方の協議の場に関する法律（抜粋）

第三条 協議の場において協議の対象となる事項は、次に掲げる事項

のうち重要なものとする。

一 国と地方公共団体との役割分担に関する事項

二 地方行政、地方財政、地方税制その他の地方自治に関する事項

三 経済財政政策、社会保障に関する政策、教育に関する政策、社

会資本整備に関する政策その他の国の政策に関する事項のうち、

地方自治に影響を及ぼすと考えられるもの

平成２５年度の地方財政対策や税制改正等について、「国と地方の協議の場」の

議題とし、地方の意見を適切に反映すべき
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